
埼玉県土木工委託業務事実務要覧（令和２年４月版）　主な改正点 別紙

項目（略称） 主な改正点 備　考
第１ 契約編 約款 H29.4版約款を掲載

埼玉県測量作業共通仕様書
・Ｈ31.4版国交省等の基準に準拠
・「適用すべき諸基準」を最新の基準に改定
・担当技術者の上限を3名から8名に改定

埼玉県地質・土質調査共通仕様書

・Ｈ31.4版国交省等の基準に準拠
・「適用すべき諸基準」を最新の基準に改定
・「照査技術者及び照査の実施」を新設
・担当技術者の上限を3名から8名に改定

埼玉県土木設計業務共通仕様書

【各章共通事項】
・Ｈ31.4版国交省等の基準に準拠
・「適用すべき諸基準」を最新の基準に改定
【共通編】
・担当技術者の上限を3名から8名に改定
・「管理技術者」及び「照査技術者及び照査の実施」において求める資格について
　国土交通省登録技術者資格、土木学会認定土木技術者を追加

埼玉県発注者支援業務共通仕様書 ・Ｈ31.4版埼玉県発注者支援業務共通仕様書（version7）を掲載
公共事業コスト構造改善に関する取
組について

掲載削除（各共通仕様書のうち「新技術の活用」に同様の記載があるため） 掲載削除

ボーリング柱状図の電子データによる
提出要領

改定なし

設計図作成要領 改定なし
報告書作成要領 改定なし

埼玉県土木工事委託業務監督要綱
（令和２年４月改定版を掲載）
・指示書の廃止（業務打合せ記録簿で対応することとする）
・決裁区分に「打合せ記録簿（再委託に関するもの、その他重要なもの）」を追加

業務打合せ記録簿作成要領 ・業務打合せ記録簿の様式改訂に伴う整理
埼玉県土木工事委託業務設計変更ガ
イドライン

（令和２年４月改定版を掲載）
※国の最新のガイドラインを反映

新規掲載

編

第３ 監督編

第２ 共通仕様書



項目（略称） 主な改正点 備　考

埼玉県土木工事委託業務検査要綱
（平成３０年１２月１日改定版を掲載）
・検査手続きの改定（検査員の指定を明確化）、検査報告書の廃止

埼玉県土木工事委託業務成績評定
要領

（令和２年４月改定版を掲載）
・総合評価方式におけるペナルティによる減点を新設

用地測量特記仕様書の遵守について 所管課の意向により新規掲載 新規掲載
埼玉県の公共用地取得における廃棄
物埋設地及び土壌汚染地への対応
方針について

所管課の意向により新規掲載
新規掲載

編

考査基準

第４ 検査編

第６ 参考編

第５ 様式編 様式

【各様式共通　様式改定の方針】
・記載事項の簡略化、合理化
・準用可能なものは、国交省様式を準用した様式に改定（様式の標準化）
【新規掲載】
・「契約変更について」（平成３０年７月３０日付け建管第４１３号通知）
・「検査員指定書」
【掲載削除】
・「委託業務変更（中止・打切り）報告書」（業務打合せ記録簿により報告。契約変更時
は、変更設計書により報告。）
・「委託業務検査報告書」（委託業務検査調書と統合）
・「指示書」（業務打合せ記録簿にて対応）
【様式名変更】（国交省様式に合わせるため）
・「監督員通知書」　←監督員の指定・変更について
・「履行期間延期請求書」　←履行期間延長報告書

（令和２年４月改定版を掲載）
・国土交通省　委託業務等成績評定要領（平成３０年１月版）を反映
※配点、評価項目、得点率について全面改訂
※併せて、成績評定システムについても改修


